
第 1章　はじめに

近年、大学における女性研究者の活躍促進は、

研究力の向上や多様性の確保の観点から、国際的

に重要な政策課題として位置づけられている。と

りわけ欧米諸国や一部のアジア諸国においては、

ジェンダー平等の実現に向けた制度整備が進展し

ており、大学においても組織的かつ体系的な取組

が展開されている（大坪 2021；小川 2021）。

具体的には、女性研究者の活躍促進に関する政策

的取組としては、米国における国立科学財団

（NSF）の ADVANCE プログラムが代表的であ

る 2。同プログラムは 2001 年に開始され、女性研

究者をめぐる採用・昇進、研究環境や組織文化の

改革を通じて、大学におけるジェンダー不均衡の

構造的要因の解消を目的とする制度として展開さ

＊名古屋大学ジェンダーダイバーシティセンター　准教授
1 本論文は、文部科学省「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（調査分析型）」（代表機関：名古屋大学、共
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2 米国国立科学財団（National Science Foundation: NSF）が 2001 年に開始した ADVANCE プログラムは、主に

自然科学系分野における女性研究者の活躍促進を目的として、個人支援にとどまらず、採用・昇進・研究環境およ

び組織文化の改革を通じて、大学におけるジェンダー不均衡の構造的要因の解消を目指す研究助成プログラムであ

る。https://www.nsf.gov/funding/opportunities/advance-advance-organizational-change-gender-

equity-stem-academic/5383/nsf20-554 (06/01/2026)

れてきた（DeAro et al., 2019; Laursen & De 

Welde, 2019；大坪 2021）。

一方で、日本においても女性研究者の割合は

徐々に増加しているものの、依然として国際的に

見て低い水準にとどまっており、大学における女

性研究者の活躍促進は重要な政策課題として認識

されている（河野 2021）。米国の NSF ADVANCE

をモデルとしつつ、文部科学省は 2006 年以降、

「女性研究者研究活動支援事業」を皮切りに、そ

の後「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティ

ブ」へと発展させながら、数多くの機関に対して

資金提供を行い、女性研究者の採用・定着、研究

環境の改善を進めてきた（大坪・横山 2021；

Kodate & Kodate, 2016）。

日本ではこれまで、女性研究者支援に関する各

種事業の実施や、両立支援制度の整備などが進め
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本論文 1 は、女性研究者活躍促進を支える国レベルの制度的枠組と大学の取組の関係を構造的に分析し、

日本への示唆を導くことを目的とする。米国、スウェーデン、オーストラリア、韓国、シンガポールおよ

び日本（名古屋大学）を対象に比較分析を行った。その結果、各国の制度的枠組は「直接規制型」、「誘導・評

価型」、「裁量型」の 3 類型に整理され、採用プロセスに関する取組は応募段階からプロセス全体を改善する「プ

ロセス管理型」と結果指標の達成を重視する「結果管理型」に大別されることを示した。日本および名古屋大

学の取組は、3 類型とは異なる「努力義務型」の制度的枠組のもと、「結果管理型」を中心に展開されており、「プ

ロセス管理型」への転換と国レベルの制度的枠組と大学の取組を統合した政策設計の必要性を論じた。
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られてきた。しかしながら、これらの取組につい

ては、全国ダイバーシティネットワークのウェブ

サイト 3 等において一定の蓄積が見られるものの、

その全体像や効果を体系的に分析した研究は必ず

しも十分ではない。とりわけ、大学ごとに展開さ

れている取組を横断的に整理し、国レベルでの制

度的枠組との関係から検討した研究はほとんど見

られない。

他方、女性研究者のキャリア形成や大学組織に

おけるジェンダー不均衡に関しては、欧米を中心

にこれまで多くの研究が蓄積されてきた。例えば、

女性研究者がキャリアの各段階で減少していく現

象は「leaky pipeline」として広く指摘されてい

る（Blickenstaff, 2005）。その要因として、採

用や昇進におけるバイアス、研究環境やワーク・

ライフ・バランスの問題、組織文化の影響などが

挙げられている（Britton, 2016; Ceci & Williams, 

2011; Moss-Racusin et al., 2012; Rapport 

et al., 2001; Wennerås & Wold, 1997; Xie & 

Shauman, 2003）。また近年では、個人の能力

や志向だけでなく、制度や組織の構造が女性研究

者のキャリアに与える影響が強調されており、

ジェンダー平等の実現には大学組織全体の改革が

不可欠であることが指摘されている（Morley, 

2013）。

さらに、欧州を中心に、ジェンダー平等計画

（Gender Equality Plan: GEP）が導入されてい

る。ジェンダー平等計画とは、組織におけるジェ

ンダー平等の推進を目的として策定される計画で

あり、ジェンダー統計に基づく現状分析、目標設

定、具体的施策、および進捗管理を含む。欧州連

合（EU） で は、 研 究 助 成 プ ロ グ ラ ム で あ る

Horizon Europe への参加要件としてジェンダー

平等計画の策定が求められており、研究資金の配

分を通じて大学の行動を促す誘導・評価型の制度

と位置づけられる（European Commission, 2021）。

こうした課題を踏まえ、近年では海外の先進的

な取組に関心が集まっている。海外大学において

3 https://opened.network/ (06/01/2026)

は、女性研究者の活躍促進に向けた多様な施策が

展開されており、その中には日本にとって示唆に

富む取組も少なくない。しかしながら、既存の研

究や報告においては、個別事例の紹介にとどまる

ものが多く、それらの取組がどのような構造のも

とで機能しているのかについて、大学レベルの取

組と国レベルの制度的枠組との関係に着目した体

系的な分析は十分ではない。

以上の点を踏まえ、本論文は、女性研究者活躍

促進を支える国レベルの制度的枠組と大学の取組

との関係を明らかにし、日本への示唆を導くこと

を目的とする。具体的には、欧米およびアジアの

主要大学を対象としたインタビュー調査および関

連資料の分析に基づき、国レベルの制度的枠組、

採用プロセス、研究環境整備という三つの観点か

ら比較分析を行い、それらの構造的特徴を明らか

にする。さらに、日本の事例として名古屋大学を

取り上げ、日本の大学における課題と今後の方向

性について検討する。

本論文の構成は以下のとおりである。第 2 章

では、本研究の分析枠組および方法について説明

する。第 3 章では、女性研究者活躍促進を支え

る国レベルでの制度的枠組について国際比較の観

点から検討する。第 4 章では、海外大学におけ

る女性研究者活躍促進の取組を整理し、その特徴

を明らかにする。第 5 章では、以上の分析を踏

まえ、名古屋大学を事例として、日本の大学にお

ける課題と今後の方向性について論じる。最後に、

第 6 章において本論文の結論を示す。

第 2章　分析枠組と研究方法

2.1 分析枠組
本論文では、女性研究者活躍促進を分析するた

め、「国レベルでの制度的枠組」「採用プロセス」「研

究環境整備」の三つの観点を設定する。国レベル

での制度的枠組については、大学における取組を

規定する法制度や政策に着目し、計画策定の義務
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化、モニタリング、インセンティブおよび規制の

仕組みを分析する。採用プロセスについては、採

用プロセスの管理・モニタリング、女性応募者の

確保、審査の公平性の確保という観点から取組を

整理する。研究環境整備については、採用後の研

究者が継続的に研究活動を行うための環境に関わ

る取組を対象とし、両立支援、研究支援、組織文

化の改革に着目して分析する。

2.2 調査対象とデータ
本研究では、欧米およびアジアの主要大学を対

象として調査を実施した。具体的には、米国、ス

ウェーデン、オーストラリア、韓国、シンガポー

ルに所在する計 5 大学を対象とし、2021 年 10

月から 2022 年 3 月までの約半年間において、

各大学の執行部、多様性推進部門の責任者、教員

（自然科学系・人文社会科学系）等の計 17 名に

対してインタビュー調査を行った（図表 1 参照）。

調査対象とした大学は、ノースカロライナ州立大

学、ルンド大学 4、西シドニー大学、ソウル国立大

学、シンガポール国立大学である。調査対象大学

は、女性研究者の活躍促進に関する先進的な取組

を実施している大学を中心に選定し、地域的多様

性および制度的枠組の違いを考慮して構成した。

選定にあたっては、各国を代表する主要大学であ

4 ノースカロライナ州立大学は、米国南東部に位置する州立研究大学であり、理工農学系分野に強みを持つ。連邦政

府との契約関係を有する大学として、アファーマティブ・アクション制度に基づく採用管理が義務付けられており、

NSF ADVANCE プログラムの採択大学としても知られる。ルンド大学は、スウェーデン南部に位置する同国最大規

模の総合大学であり、EU 研究助成プログラムへの参加実績を持つ。いずれも、各国における女性研究者活躍促進の

先進的な取組を展開する大学として選定した。
5 例えば、西シドニー大学は、2019 年時点で Times Higher Education による大学インパクトランキング（SDG5：

ジェンダー平等）において世界第 1 位と評価されていた。

ることに加え、筆者の所属機関との制度的交流実

績を有し、調査に必要な協力体制や情報へのアク

セスが見込まれることを条件とした。また、ジェ

ンダー平等推進に関する先進的な取組を実施して

いる点も重視した 5。

加えて、本研究では、日本における制度的枠組

のもとでの大学の取組を検討するため、名古屋大

学を事例として分析対象に含めた。名古屋大学は

女性研究者活躍促進に継続的に取り組んできた国

内有数の先進事例であり、海外大学との比較を通

じて、日本の大学における取組の特徴と課題を検

討するための事例として位置づける。

データ収集は、オンラインによるインタビュー

調査および関連資料の収集・分析によって行っ

た。インタビューは半構造化形式で実施し、各大

学における取組の内容、実施体制、制度的枠組と

の関係などについて聴取した。加えて、各大学の

公式文書や関連報告書、政策資料等を収集し、イ

ンタビューで得られた情報の補完および検証を

行った。

2.3 分析方法
本研究では、収集したデータをもとに、上述し

た分析枠組に沿って各大学の取組を整理し、共通

点および相違点を抽出した。本研究の目的は特定

図表 1．インタビュー回答者リスト
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の大学のグッド・プラクティスを紹介することで

はなく、女性研究者活躍促進の取組と制度的枠組

との関係を比較分析し、その構造的特徴を明らか

にすることにある。

本研究の分析にあたっては、以下の点に留意す

る必要がある。第一に、調査対象が限定された大

学に基づくものであるため、分析結果が各国の大

学全体を代表するものではない可能性がある。第

二に、主として質的データに基づく分析であるた

め、各取組の効果を定量的に評価することは本研

究の範囲を超えている。第三に、本研究はインタ

ビュー調査を主たるデータ源としているが、本論

文では紙幅の制約および複数大学にわたる比較分

析の全体像を示すことを優先する観点から、個々

のインタビューのコメントは掲載せず、インタ

ビューで得られた知見を各大学の公開資料や政策

文書との照合を通じて整理・分析した結果を記述

している。

第3章　 女性研究者活躍促進を支える国
レベルでの制度的枠組の比較

3.1 国レベルでの制度的枠組の類型
ここでは、各国の制度をその性質に基づき、①

直接規制型、②誘導・評価型、③裁量型の 3 類

型に整理する（図表 2）。「直接規制型」とは、法

令等により具体的な行動や目標が義務付けられ、

未達の場合には法的制裁やペナルティが課される

制度を指す。大学の行動が外部から強制的に規定

される点にこの類型の本質的な特徴があり、以下

で示すように、米国、スウェーデン、韓国の制度

がこれに該当する。

「誘導・評価型」とは、法的義務や直接規制に

よって大学の行動を強制するのではなく、資金配

分や助成要件を通じた誘導と、外部機関による評

価・認証を組み合わせることで、大学における取

組を促す制度類型である。大学は制度的義務とし

てではなく、資金獲得や社会的評価との関係から
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図表 2．女性研究者活躍促進を支える国レベルでの制度的枠組の比較
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戦略的に取組を推進する構造となっている点に特

徴がある。本章で示すように、オーストラリアお

よびスウェーデンの制度がこれに該当する。

「裁量型」とは、明示的な規制や評価制度を伴

わず、政策的方向性は示されるものの、具体的な

数値目標や実施基準の設定、およびその達成に向

けた取組の内容がすべて各大学の戦略やリーダー

シップの判断に委ねられる制度を指す。以下で示

すように、シンガポールの制度がこれに該当する。

なお、日本の制度は、これら 3 類型のいずれ

にも完全には該当しない「努力義務型」の性格を

有している。裁量型と異なり国レベルにおいて女

性研究者比率等に関する数値目標は示されるもの

の、直接規制型とは異なりその達成は努力義務に

とどまり、未達の場合のペナルティが課されない

のみならず、未達の要因を分析・報告することも

制度的に義務付けられていない点に特徴がある。

3.2 米国
米国における女性研究者の活躍促進は、差別禁

6 米国では、Title IX 等の差別禁止法制のもとで教育機関に説明責任が求められており、不採用者による異議申立や

訴訟の可能性が制度的に担保されている。U.S. Department of Education. “Title IX and sex discrimination.” 

https://www.ed.gov/laws-and-policy/civil-rights-laws/title-ix-and-sex-discrimination (06/01/2026)

止法制を基盤としつつ、連邦契約企業への追加義

務および大学の実装という 3 層の階層構造を通

じて担保されている（図表 3）。第 1 層として、

Title VII に基づき、雇用主は性別による差別を

行わない義務を負い、また Title IX に基づき教

育機関においても性差別が禁止されており、採用

過程においても合理的かつ説明可能な手続きが求

められる6。これらはほぼすべての大学に適用される。

第 2 層として、連邦政府との契約関係にある

大学に対しては、大統領令 11246（Executive 

Order 11246）に基づきアファーマティブ・ア

クション・プラン（AAP）の策定および実施が

義務付けられている。AAP のもとでは、女性・

マイノリティを対象として、潜在層と応募者の割

合の把握・比較、応募者の割合が潜在層の割合を

下回った場合の要因分析・記録、採用・昇進状況

の継続的モニタリングが義務付けられており、違

反した場合には連邦契約の停止という制裁が伴う。

第 3 層として、大学の実装レベルでは、雇用

機会均等（Equal Employment Opportunity: EEO）

図表 3．米国における女性研究者活躍促進に関する階層構造（直接規制型）

•
•
•

•
•
•
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の枠組のもとで、採用・昇進の公平性確保、差別

苦情処理体制の整備、採用ガイドラインの整備が

行われている。連邦契約大学においてはさらに

AAP の実施として、応募者の女性・マイノリティ

構成の記録・分析・報告、女性候補不在時の再公

募、目標未達要因の分析・報告が義務付けられて

いる。多くの大学では EEO と AAP を統合した

「EEO/AA 報告書」として一体的に運用している。

このように、差別禁止法制とアファーマティ

ブ・アクション制度は直接規制型の制度として大

学の採用プロセスに組み込まれている。一方、図

表 3 の参考に示すとおり、NSF の ADVANCE プ

ログラムは採択大学に外部資金を配分し取組を支

援する任意の制度であり、義務付けではなく採択

大学のみを対象とする。後述する Athena SWAN

のように認証取得が他の研究資金獲得要件と直接

連動する仕組みは整備されておらず、大学の自主

的な改善を促す誘導的な側面を有するものの、組

織変革を強力に後押しするインセンティブとして

は限定的である。したがって、米国の制度的枠組

の中心は依然として直接規制型に位置づけられる。

3.3 スウェーデン
ス ウ ェ ー デ ン に お い て は、 差 別 禁 止 法

（Diskrimineringslagen）が「禁止規定」と「積

極的措置（active measures）」7 の両方を含む一

体的な法律として構成されている（図表 4）。禁

止規定は性別等による差別を禁止するものであ

り、雇用・教育・サービス等の広範な領域を対象

とする。積極的措置は、これらの領域において、

調査・分析・措置・評価という一連のプロセスを

継続的に実施することを求めるものであり、結果

の文書化・報告が義務付けられている 8。

7 “Discrimination Act, 2008:567. https://www.do.se/choose-language/english/active-measures?utm_

source=chatgpt.com (06/01/2026)
8 KTH Royal Institute of Technology, Karolinska Institute. “Swedish discrimination law.” https://intra.kth.

se/en/styrning/jamstalldhet/necessaren/integrering-av-jml-i/diskrimineringslagen-1.1352400?utm_

source=chatgpt.com (06/01/2026)
9 Gender Equality in Academia and Research- GEAR tool. https://eige.europa.eu/gender-mainstreaming/

toolkits/gear/horizon-europe-gep-criterion?language_content_entity=en&utm_source=chatgpt.com 

(06/01/2026)

不採用となった応募者は採用された者の資格や

選考結果に関する情報について説明を求めること

が可能であり、差別が疑われる場合には平等オン

ブズマンに申し立てることができる。これらの点

において、採用に関する説明責任や報告義務が制

度的に定められており、直接規制型の性格を有し

ている。ただし、制裁の執行は平等オンブズマン

を通じた間接的なものであり、米国のように当事

者が直接訴訟を通じて損害賠償を求めたり、連邦

政府契約の停止といった強力な強制力が発動され

たりする仕組みとは異なる。

さらに、スウェーデンは EU の加盟国であるた

め、EU の研究助成制度の影響を受けている。

Horizon Europe は研究資金の配分を通じて大学

の行動変容を促す誘導・評価型の制度であり、そ

の参加要件としてジェンダー平等計画（GEP）

の策定・提出が各大学に義務付けられている。

GEP には、採用・昇進過程の透明性・説明責任

の確保、女性候補不在時の再公募、ジェンダー統

計の収集・分析・定期報告といった採用関連事項

に加え、無意識のバイアス研修の実施やワークラ

イフバランス支援策の整備等の環境整備事項が定

められている。研究資金の獲得と GEP の整備が

直接結びつくという点において、資金配分を梃子

として大学の行動変容を促す誘導・評価型の性格

を有している 9。

このように、スウェーデンの制度的枠組は、差

別禁止法に基づく直接規制型の要素を基盤としつ

つ、EU の Horizon Europe を通じた誘導・評価

型の側面も併せ持つ複合的な構造を有している。

本研究では、こうした複合的な性格を踏まえ、ス

ウェーデンの制度を直接規制型と誘導・評価型の

複合型として位置づける。
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3.4 オーストラリア
オーストラリアにおいては、職場男女平等法

（Workplace Gender Equality Act 2012）に基

づき、一定規模以上の組織に対して男女別の雇用

状況や管理職比率、賃金格差等に関するデータの

職場男女平等機関（WGEA）への年次報告が義務

付けられている 10（図表 5）。ただし、この制度は

アメリカの Title VII とは異なり差別的行為その

ものを禁止し制裁を課す規定を持たず、後述する

韓国の教育公務員法のように数値目標の達成を義

務付けるものでもない。データの報告と公開を通

じて透明性を確保し、報告を怠った組織が公表さ

れる仕組みを通じた社会的評価によって組織の行

動変容を促す点に特徴があり、誘導・評価型の性

格を有している。

加えて、オーストラリアにおける女性研究者活

躍促進の制度として、Athena SWAN が存在する。

もともとイギリスで開発されたこの制度は、大学

のジェンダー平等の取組を評価・認証するもので

あり、各大学に対して現状分析および行動計画の

10 Australian government. Workplace gender equality act 2012. https://www.legislation.gov.au/

C2004A03332/2016-07-01/text (06/01/2026)

策定を求めることで組織改革を促進している。認

証要件として現状分析・行動計画の策定・提出が

求められ、外部評価を経て認証が付与される。オー

ストラリアにおいては、Athena SWAN の認証

取得が研究資金獲得の要件と結びつく場合があ

り、大学にとって認証取得の戦略的意義は大きい。

この点において、Athena SWAN は評価・認証

を通じた誘導という誘導・評価型の仕組みとして

機能している。

このように、オーストラリアの制度的枠組は、

職場男女平等法に基づく報告義務とデータ公開に

よる社会的評価を基盤としつつ、Athena SWAN

による評価・認証制度と結びつくことで、誘導・

評価型の性格を有している。直接的な法的制裁で

はなく、透明性の確保と評価を通じた誘導が制度

の中心的なメカニズムとして機能している点に、

本類型の特徴が端的に示されている。

3.5 韓国
韓国においては、女性研究者の活躍促進に関す

図表4．スウェーデンにおける女性研究者活躍促進に関する階層構造（直接規制型および誘導・評価型の複合型）
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る取組が法制度として位置づけられている（図表

6）。教育公務員法の改正により、国公立大学を

対象として女性教員比率に関する数値目標が設定

されており、2030 年までに 25％へ引き上げる

ことが求められている 11。国公立の各大学はこれ

に対応した採用計画の策定および進捗管理を行う

ことが義務付けられており、目標未達の場合には

指導・勧告が行われるほか、交付金配分への反映

も一部で導入されている。これらの点において、

韓国の制度は数値目標の設定・進捗管理・未達へ

の対応という一連の仕組みを備えており、直接規

制型の制度として位置づけられる。

ただし、この制度は女性教員在職比率という結

果指標の数値目標管理が中心であり、応募プロセ

スにおけるジェンダー統計の収集や統計管理は制

度的に義務付けられていない。また、数値目標が

国公立大学に限定されている点や、未達に対する

制裁の強度が米国と比べて限定的である点におい

て、直接規制型の中でも相対的に強制力が弱い制

11 Yonhap news (2020.07.18). “S. Korea aims to up proportion of female professors in nat’l universities to 

25 pet by 2023.” https://en.yna.co.kr/view/AEN20200715006100315?utm_source=chatgpt.com 

(06/01/2026)

度として留意する必要がある。その実効性や運用

の程度については、今後の継続的な検証が求めら

れる。

3.6 シンガポール
シンガポールにおいては、育児休業制度等の基

盤的な支援制度は法律で整備されているものの、

女性研究者の活躍促進に特化した国レベルの法制

度・数値目標・評価制度は存在しない（図表 7）。

米国・スウェーデン・韓国に見られるような法的

拘束力を伴う直接規制型の仕組みも、オーストラ

リアのような評価・認証を通じた誘導・評価型の

仕組みも整備されておらず、女性研究者の活躍促

進に向けた具体的な数値目標や実施基準の設定、

およびその達成に向けた取組の内容は各大学の裁

量に委ねられている。取組の有無や水準は大学の

戦略やリーダーシップの判断に全面的に依存して

おり、大学間格差が生じやすい点にこの類型の構

造的特徴がある。この点において、シンガポール

図表 5．オーストラリアにおける女性研究者活躍促進に関する階層構造（誘導・評価型）

•
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の制度は裁量型として位置づけられる。

第 4章　 海外大学における女性研究者
活躍促進の取組

4.1 大学レベルでの採用プロセスにおける取組
本章ではこうした制度的枠組のもとで各大学の

取組がどのように展開されているかを検討する。

ここでは、図表 8 に基づき、大学レベルでの採

用プロセスにおける取組を「採用プロセスの管

理・モニタリング」「女性応募者の確保」「審査の

公平性の確保」の三つの側面から整理する。

まず、「採用プロセスの管理・モニタリング」

に関する取組である。直接規制型の制度的枠組の

もとに置かれる米国のノースカロライナ州立大学

では、差別禁止法制およびアファーマティブ・ア

クション制度に基づき、採用に関するジェンダー

統計の収集と報告が義務づけられており、採用結

図表 6．韓国における女性研究者活躍促進に関する階層構造（直接規制型）

•
•
•
•

•
•
•
•

図表 7．シンガポールにおける女性研究者活躍促進に関する階層構造（裁量型）
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果は継続的にモニタリングされる仕組みが整備さ

れている。具体的には、公募職に応募し得る潜在

的な候補者層を把握するため、当該分野の学会等

における女性やマイノリティの研究者の割合を参

照し、その水準に見合う応募者構成となるよう幅

広く公募を実施する。この報告は新規採用の職ご

とに個別に作成されており、各職の性別・人種等

を含む潜在層の構成・応募者構成・選考過程・結

果が 1 件ずつ詳細に記録・公開される。最終的

な応募者に占める女性やマイノリティの割合が潜

在層の割合を下回った場合には、その要因を分析

し報告書として記録することが求められる。加え

て、EEO に関する採用ガイドラインが整備され、

採用プロセス全体において公平性が制度的に担保

されており、多くの大学で EEO と AA を統合し

た「EEO/AA 報告書」として一体的に運用され

ている。このように、データに基づく計画と評価

の循環が直接規制型の制度的枠組によって支えら

れている。

同様に、スウェーデンのルンド大学においても、

差別禁止法に基づく積極的措置の実施・報告義務

および GEP に基づく定期的な進捗報告が求めら

れており、採用過程のジェンダー統計の収集・分

析が制度的に組み込まれている。ただし、報告の

単位や方法はノースカロライナ州立大学とは異な

り、GEP に基づく定期報告として実施される点

に特徴がある。

西シドニー大学においては、職場男女平等法に

基づく WGEA への年次報告義務に加え、Athena 

SWAN の評価・認証制度と連動する形で採用プ

ロセスにおけるジェンダー統計の収集・報告が行

われている。これは誘導・評価型として位置付け

られる。

ソウル国立大学においては、教育公務員法に基

づく女性教員比率の数値目標管理および採用計画

の策定・進捗管理が義務付けられている。ただし、

この仕組みは在職比率という結果指標の管理が中

心であり、応募プロセスにおける潜在層の把握や

•

•

••

•

•

•

•

•

•

•

••••

•

•

•

•

•

••••

•

•

•

•

•

•

•

•

•

図表 8.「採用プロセス」に関する取組
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ジェンダー統計の収集・分析は制度的に義務付け

られていない点において、ノースカロライナ州立

大学やルンド大学の取組とは性格が異なる。

これに対し、シンガポール国立大学では制度的

なモニタリング義務が存在せず、採用プロセスに

おけるジェンダー統計の収集・報告は行われてい

ない。これは、裁量型の制度的枠組のもとでは計

画・モニタリングの仕組みが整備されにくいこと

を示す典型例として位置づけられる。

次に、「女性応募者の確保」に関する取組である。

ノースカロライナ州立大学およびスウェーデンの

ルンド大学では、候補者リストに女性が含まれな

い場合に再公募を実施しており、これは差別禁止

法制に基づく直接規制型の制度的枠組と連動した

取組として位置づけられる。オーストラリアの西

シドニー大学では、候補者に占める女性比率の目

標を 40％に設定しており、Athena SWAN によ

る評価・認証制度という誘導・評価型の制度的枠

組のもとで、より積極的な目標設定がなされてい

る。さらに、韓国のソウル国立大学では、教育公

務員法に基づく直接規制型の枠組のもとで、女性

限定公募といった措置も導入されている。

「審査の公平性」に関する取組として、選考委

員に対する無意識のバイアス研修の実施、審査過

程の記録・公開、委員会構成におけるジェンダー

バランスの確保などが広く導入されている。ス

ウェーデンでは、差別禁止法制に基づき採用過程

の透明性と説明責任の確保が求められており、ル

ンド大学では、GEP 要件に基づく無意識のバイ

アスに関する集中研修を受けた教員がオブザー

バーとして採用過程を監視する仕組みが導入され

ている。西シドニー大学においては、Athena 

SWAN 要件に基づく無意識のバイアス研修が実

施されているほか、選考委員会の構成においてい

ずれかの性が過少とならないよう配慮（概ね 4

割以上）する基準が設けられており、さらに多様

性貢献が評価要素に含められている。ソウル国立

大学では、多様性推進委員会による採用後の事後

審査が実施されており、採用判断の妥当性を事後

的に検証する仕組みが導入されている。

こうした審査の公平性を検証する体制の基盤に

は、米国・スウェーデン両国の制度的枠組におい

て、不採用となった応募者が採用結果について大

学に説明を求め得る仕組みが存在する点がある。

米国では差別禁止法制のもとで採用過程における

合理的説明が義務づけられており、不採用者は差

別的取扱いに対して異議申立や訴訟を行うことが

可能である。スウェーデンにおいても、差別禁止

法制と平等オンブズマン制度のもとで採用過程の

透明性と説明責任が制度的に担保されている。こ

のように、直接規制型の制度的枠組が審査の公平

性を支える構造となっている点は、両国に共通す

る特徴である。

4.2 大学レベルでの研究環境整備における取組
大学レベルでの研究環境整備の取組は、図表 9

に示すとおり、「育児休業」「両立支援」「研究支援」

「組織文化の改革」という多層的な構造を有して

いる。採用プロセスとは異なり、この領域におけ

る取組は直接規制型の制度的枠組によって一律に

規定されるというよりも、誘導・評価型および裁

量型の制度的枠組のもとで各大学が主体的に設

計・展開している点に特徴がある。

まず、「育児休業制度」については、スウェー

デン、オーストラリア、韓国、シンガポールにお

いて国の法制度として導入されている。特にス

ウェーデンでは、親の育児休業権が法制度として

強く保障されており、大学においてもこれを前提

とした柔軟な働き方が制度化されている。米国に

おいては、国レベルでの有給育児休業制度は整備

されていないが、各大学が独自に制度を設けてお

り、ノースカロライナ州立大学でも有給の育児休

暇制度が整備されている。

次に、「両立支援」に関する取組である。ノー

スカロライナ州立大学では、ライフイベント等の

理由により、テニュア付与に必要な審査期間を 1

年延長する「テニュア延長制度」が導入されてい

るほか、大学にとって戦略的に重要な人材の確保

や 教 職 員 の パ ー ト ナ ー 雇 用 を 支 援 す る

「Opportunity hire」制度が整備されている。シ
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ンガポール国立大学においても、米国の制度を参

照しつつ、テニュア審査期間の延長や授業代替制

度が導入されているほか、履歴書においてキャリ

ア中断理由を記載することが奨励されており、評

価過程において個々の事情が考慮される仕組みが

整備されている。これらの取組は、法的義務によ

るものではなく、大学の裁量的判断に基づいて設

計されたものであり、裁量型の制度的枠組のもと

で展開される取組の典型例として位置づけられる。

施設面での支援としては、西シドニー大学およ

びソウル国立大学では学内保育所が設置されてお

り、西シドニー大学では加えて複数の授乳室が整

備されている。一方、スウェーデンにおいては保

育サービスの多くが自治体によって提供されてい

るため、ルンド大学を含むスウェーデンの大学で

は大学が独自に保育施設を設置する必要性がない。

次に、「研究支援」に関する取組である。米国

では、NSF の ADVANCE プログラムを通じて、

女性研究者を対象とした研究助成やキャリア中断

後の復帰を支援する取組が展開されており、ノー

スカロライナ州立大学では同プログラムを活用し

た複数の支援制度が整備されている。オーストラ

リアの西シドニー大学では、Athena SWAN の

もと、キャリア中断した研究者を対象とした研究

助成に加え、ジェンダー平等の推進に資する研究

への助成が制度として整備されている。シンガ

ポール国立大学では、学会出張に伴う子どもの帯

同に対する助成が行われており、大学独自の裁量

的取組として注目される。

「組織文化の改革」に関する取組としては、無

意識のバイアスに関する研修が広く実施されてい

る。西シドニー大学、ノースカロライナ州立大学、

ルンド大学では教員を対象とした研修が確認され

ており、ソウル国立大学においても性暴力の防止

やジェンダー平等の推進を目的とした研修が実施

されている。加えて、意思決定層における多様性

の確保も重要な取組の一つである。シンガポール

国立大学では、大学執行部への女性の積極的登用

•••••

•

•

•

•

•

•

•

•
•

••

•

•

••

•
•

•
•

•

••

•

•

•

•

•

•••

•

•

•
•

図表 9.「研究環境整備」に関する取組
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が進められている。

以上のように、研究環境整備においては、NSF 

ADVANCE や Horizon Europe、Athena SWAN

などに基づいた取組や、各大学の裁量的判断に基

づく取組が相互に補完しながら、女性研究者の活

躍を支える構造が形成されている。

4.3 取組の類型化
以上の分析を踏まえると、海外大学における女

性研究者活躍促進の取組は、その対象領域に応じ

て国レベルでの制度的枠組との結びつき方に明確

な違いが見られる。

採用プロセスに関しては、各国において統計報

告やモニタリング、評価制度といった仕組みが制

度的に組み込まれており、大学の行動が外部から

規定される性格が強い。ノースカロライナ州立大

学では差別禁止法制およびアファーマティブ・ア

クション制度に基づく採用データの収集・分析と

継続的モニタリングが義務づけられており、ルン

ド大学においても差別禁止法に基づく採用過程の

透明性と説明責任の確保が制度的に求められてい

る。これらは直接規制型の制度的枠組みが強く作

用する例である。一方、西シドニー大学では、

Athena SWAN による誘導・評価型の枠組みの

もとで、女性応募者比率の目標設定や女性が候補

者に含まれていない場合の再公募の仕組みが導入

されている。ソウル国立大学では教育公務員法に

基づく直接規制型の枠組のもとで女性教員比率の

数値目標管理が行われている。このように採用プ

ロセスにおいては、直接規制型を中心としつつ、

誘導・評価型の仕組みも組み合わさった形で制度

的枠組が作用している。

これに対し、研究環境整備に関する取組は、誘

導・評価型と裁量型の制度的枠組が組み合わさる

形で展開されている点に特徴がある。研究支援の

領域では、米国の ADVANCE プログラムやオー

ストラリアの Athena SWAN による各種支援が

12 本稿でいう「包括的な差別禁止法制」とは、雇用・教育等を横断的に規律し、差別禁止や積極的措置を包括的に定

める法制度を指す。

展開されている。組織文化改革の領域においても、

ルンド大学・西シドニー大学における無意識のバ

イ ア ス 研 修 は そ れ ぞ れ GEP お よ び Athena 

SWAN の要件と結びついており、誘導・評価型

の制度的枠組みのもとで展開されている。他方、

シンガポール国立大学における各種取組は大学の

戦略的判断のもとで自律的に導入されている。両

立支援についても、各大学が国の法制度を前提と

しつつ、独自の制度設計を裁量的に行っている点

で同様の性格を有している。

第 5章　 日本の大学における女性研究
者活躍促進に向けた示唆

本章では、第 3 章および第 4 章で明らかにし

た国レベルでの制度的枠組と大学における取組の

関係を踏まえ、日本の大学における女性研究者活

躍促進の課題と今後の方向性について検討する。

日本の事例としては、国立大学である名古屋大学

を取り上げる。名古屋大学は、文部科学省の「女

性研究者研究活動支援事業」および「ダイバーシ

ティ研究環境実現イニシアティブ事業」に、

2007 年度から現在に至るまで継続して採択され

ており、国内における女性研究者活躍促進の先進

的な取組を展開してきた大学の一つである。同大

学の事例を通じて、努力義務型という日本の国レ

ベルでの制度的枠組のもとで大学レベルの取組が

どのように展開されているかを明らかにするとと

もに、海外大学との比較から見えてくる構造的な

課題と今後の方向性を検討する。

5.1 国レベルでの制度的枠組の課題
第 3 章で示したとおり、海外においては直接

規制型や誘導・評価型の制度を通じて大学の行動

が制度的に規定されている。これに対し、日本で

は、欧米諸国のような包括的な差別禁止法制は整

備されていない 12。そのため、日本の制度的枠組

39

GRL Studies Vol.7-8 2026



はこれらの類型のいずれにも完全には該当しない

「努力義務型」の性格を有しており、女性研究者

の在職比率等に関する数値目標は設定されている

ものの、その達成は義務付けられておらず、目標

未達の場合のペナルティも、未達要因の分析・報

告義務も存在しない。その結果、大学の取組が制

度的に担保されにくい構造となっている。（図表

10 参照）。

もっとも、近年では国立大学への運営費交付金

の配分において女性教員比率等の指標が導入され

つつあり、女性教員比率等を文部科学省に報告し、

その結果が配分に反映される仕組みが整備されつ

つある。本研究の分析枠組に照らせば、この動き

は日本の制度が誘導・評価型の要素を部分的に取

り入れつつあるものとして注目される 13。

また、文部科学省の「女性研究者研究活動支援

事業」および「ダイバーシティ研究環境実現イニ

シアティブ事業」は、多くの大学における取組の

促進に一定の役割を果たしてきた 14。採択機関に

対しては、取組内容だけでなく、事業により女性

研究者の比率向上が促進されたかを検証する中間

評価および事後評価が実施され、その結果も公開

されている 15。しかしながら、同事業は参考とし

た米国の ADVANCE プログラムと同様に、評価

結果がその後の資金獲得や大学評価に直接反映さ

れる仕組みとはなっておらず、Athena SWAN

や Horizon Europe のような誘導・評価型とは性

格が異なる 16。そのため、大学の行動変容を促す

インセンティブとしては限定的であり、この点が

13 文部科学省は、国立大学への運営費交付金のうち、2020 年度より女性教員や障害のある学生の比率で評価する「ダ

イバーシティ研究醸成」の指標を取り入れ、全国 86 大学のうち 24 校が増額評価を受けた。この指標で評価した傾

斜配分では、7 校が最高の 115% で、10 校が 110% となった。日本経済新聞「多様性評価し交付金増額、国立

24 校、文科省」2020 年 7 月 29 日。https://www.nikkei.com/article/DGXMZO62041200Z20C20A7CR8000/ 

(06/01/2026)
14 「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ・女性研究者研究活動支援事業」に採択された機関が提示されている。

https://www.jst.go.jp/shincho/josei_shien/kikan/r7.html (06/01/2026)
15 https://www.jst.go.jp/shincho/hyouka/josei_shien.html (06/01/2026)
16 注１に示した「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（調査分析型）」において、筆者が中心となって実施し

た事業は、最高評価である S 評価を獲得したが、当該評価結果がその後の資金配分や大学評価に反映される仕組み

は存在せず、制度的なメリットは生じなかった。この点は、本文で指摘した同事業のインセンティブとしての限定

性を端的に示す事例である。

日本の国レベルでの制度的枠組の課題の一つとし

て指摘される。

5.2 採用プロセスにおける課題
国別に見る採用プロセスへの取組は、図表 11

に示すとおり「プロセス管理型」と「結果管理型」

の二つに大別される。プロセス管理型とは、潜在

層の把握、女性応募者の確保、ジェンダー統計の

収集、モニタリングという一連のプロセスを通じ

て採用プロセス全体を改善し、結果として女性教

員比率の向上につなげるアプローチである。米

国・スウェーデンでは差別禁止法制に基づく直接

規制型の制度的枠組のもとで、オーストラリアで

は Athena SWAN による誘導・評価型の枠組の

もとで、このアプローチが展開されている。すな

わち、法的義務の有無にかかわらず、応募段階か

ら採用に至るプロセス全体を可視化し継続的に検

証する仕組みが共通して導入されている点に特徴

がある。

これに対し、結果管理型とは、女性教員比率の

数値目標を設定し、結果を直接管理するアプロー

チである。韓国では教育公務員法に基づく直接規

制型の枠組のもとで女性教員比率目標の管理が行

われており、加えて女性限定公募も導入されてい

る。日本もこの結果管理型の性格を有しており、

国レベルの数値目標が在職比率という結果に着目

して設定されている。

5.2.1 名古屋大学における採用プロセス
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まずは、名古屋大学におけるジェンダー統計に

ついて整理する。第一に、2003 年度以降、「男

女共同参画報告書」において全学レベルだけでな

く部局ごとの女性研究者割合を継続的に公表して

17 「名古屋大学における男女共同参画報告書」https://www.kyodo-sankaku.provost.nagoya-u.ac.jp/gender_

equality_report#link1 (06/01/2026)

いる 17。国内において 20 年以上にわたり部局レ

ベルの女性研究者割合を公表している事例はほと

んど見られず、この点は先進的な取組として評価

できる。第二に、名古屋大学を含む国立大学にお

図表 10．日本における女性研究者活躍促進に関する制度的枠組の階層構造（努力義務型）

•

•

•
•
•

•
•

図表 11．女性研究者活躍促進における「プロセス管理型」と「結果管理型」
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いては、教員採用案件ごとに応募者の男女別人数

および採用者の性別の報告が義務付けられてお

り、その結果は国立大学協会の報告書に国立大学

全体の集計値として毎年公表されている 18。しか

し、名古屋大学を含む個々の大学における応募者

の男女比率や採用プロセスに関するデータは公表

されていない。

名古屋大学では、部局ごとの女性研究者割合を

ベースに数値目標を設定した「女性教員増員策」

を実施している。目標を達成した部局に対して人

事ポイントや奨励金を付与する一方、未達部局に

は予算上の減額措置を講じるなど、女性教員の採

用を促進する独自の仕組みが導入されている。ま

た、理工農学系分野を中心に女性限定公募も実施

されている。数値目標の設定と部局ごとの進捗管

理を通じて取組を推進するという点ではソウル国

立大学の取組と共通する特徴を有しており、結果

管理型の取組として位置づけられる。

しかしながら、こうした取組の主眼は女性教員

の在職比率という結果指標の向上に置かれてお

り、ノースカロライナ州立大学で行われているよ

うな、公募分野における女性研究者の潜在層の把

握、潜在層と応募者の女性割合の比較・検証、お

よび乖離が生じた場合の要因分析・報告といった

プロセス管理型の仕組みは整備されていない。

米国やスウェーデンの事例が示すのは、在職比

率を直接的に引き上げることを目標とするのでは

なく、当該分野における女性研究者の潜在層を把

握した上でその割合に見合う応募者を積極的に確

保し、応募段階における女性比率の拡大と採用プ

ロセスの透明性確保を通じて、結果として在職比

率の向上につなげるというアプローチである。こ

の観点からすれば、問われるべきは「いかに女性

の数を増やすか」ではなく、「なぜ女性が応募し

ないのか」という点である。在職比率のみを目標

として追求する場合、採用判断において性別が過

18 「国立大学における男女共同参画推進の実施に関する追跡調査」と題して、2001 年以降継続して報告書が国立大学

教会より公表されている。https://www.janu.jp/janu/gender/ (06/01/2026)
19 本稿執筆時点では査読中であるため、論文タイトルおよび掲載誌名は公表を控えるが、当該論文では日本における

女性研究者の公募応募行動について分析を行っている。

度に意識されるリスクをはらむとともに、応募段

階に潜む構造的な障壁が見過ごされる可能性があ

る。筆者の別稿 19 における分析においても、日本

では女性研究者が大学教員公募への応募を回避す

る傾向があることが指摘されており、採用数の増

加を直接目指す取組よりも、女性が応募しない要

因を把握し応募行動を促進するための環境整備こ

そが優先されるべき課題であることが示唆されて

いる。

海外事例が提示するのは、採用結果のみならず、

応募から採用に至るプロセス全体を可視化し、

ジェンダー統計の継続的な収集・分析およびモニ

タリングの仕組みを整備することの重要性であ

る。加えて、ノースカロライナ州立大学やルンド

大学のように、候補者に女性が含まれない場合に

再公募を実施する仕組みの導入も、応募段階の構

造的課題に対処する有効な措置として検討に値す

る。国レベルの数値目標についても、新規採用割

合や在職比率ではなく、応募段階でのジェンダー

バランスを把握・検証する指標を導入すること

が、より実効的な政策設計につながると考えられる。

5.3 研究環境整備における課題
次に、研究環境整備に関する課題である。第 4

章で示したとおり、海外大学では研究環境整備に

ついて誘導・評価型と裁量型の制度的枠組と連動

した取組が展開されている。名古屋大学における

取組をこの枠組に照らして検討すると、日本の制

度的枠組の特徴と課題が浮かび上がる。

名古屋大学は、長年にわたり文部科学省による

女性研究者活躍促進に関する外部資金を途切らせ

ることなく獲得し続けており、図表 9 に示すと

おり、両立支援・研究支援・組織文化の改革にわ

たる多層的な取組を継続的に展開してきた。こう

した取組の蓄積は、海外大学と比較しても遜色の

ない水準にあると評価できる。
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「両立支援」に関しては、学内保育所および学

童保育所の設置、ベビーシッター補助、研究支援

員制度が整備されている。学童保育所は文部科学

省の「女性研究者研究活動支援事業」の一環とし

て開始されたものであり、研究支援員制度は「ダ

イバーシティ研究環境実現イニシアティブ事業」

の外部資金を活用した取組である。「研究支援」

に関しては、同ダイバーシティ事業を通じた外部

資金により、英語関連研修・英語論文校閲助成・

シェア秘書といった多様な支援が整備されてい

る。「組織文化の改革」に関しては、平日 17 時

以降及び休日の会議開催の原則禁止が導入されて

おり、女性研究者が不利益を被りにくい職場環境

の整備が図られている。

こうした研究環境の整備は、在職する女性研究

者の研究継続を支援するとともに、女性研究者に

とって働きやすい大学としての対外的な魅力の向

上にも資するものと考えられる。しかしながら、

これらの取組の多くが外部資金に依存している点

は課題として残る。外部資金の獲得状況によって

取組の継続性が左右されやすい構造は、日本の大

学全体に共通する課題として認識される必要がある。

5.4 本研究の成果に基づく取組
最後に、本研究の成果に基づく実践的な取組に

ついて言及する。筆者が代表を務める調査分析

チームでは、海外大学における採用プロセスの取

組を参照した教員採用マニュアルおよび無意識の

バイアス動画研修を作成した 20。これらは現在、

名古屋大学全学で活用されているだけでなく、

ウェブ上で公開されており、他大学を含め広く利

用可能となっている。

教員採用マニュアルでは、教員の新規採用にお

いて、公募分野における潜在層の女性比率の把握

や、多様性への貢献を評価項目として考慮するこ

とが推奨されており、応募段階からジェンダーバ

ランスを意識した採用プロセスの設計を促す内容

20 注 1 に示した「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（調査分析型）」の成果物として作成・公表された。

https://www.kyodo-sankaku.provost.nagoya-u.ac.jp/research_analysis/index.html (06/01/2026)

となっている。また、無意識のバイアス動画研修

については、現在、教職員を対象とした必修研修

として運用されている。これらの取組は、本論文

で明らかとなった海外大学のプロセス管理型アプ

ローチを名古屋大学の実践に応用したものとして

位置づけられる。

一方で、現時点では教員採用マニュアルの活用

は採用プロセスに組み込まれているものの、潜在

層と応募者それぞれの女性比率の報告、両者の比

較・検証、乖離が生じた場合の要因分析や改善策

の報告、さらにそれらのデータを学内で一元的に

管理・確認する仕組みまでは整備されていない。

したがって、今後はマニュアルの活用にとどま

らず、ジェンダー統計の継続的な収集・分析およ

びモニタリングを制度として組み込み、採用プロ

セス全体を可視化・検証する仕組みを整備するこ

とが求められる。これは、結果管理型からプロセ

ス管理型への転換を進める上でも重要な課題である。

第 6章　結論

本論文は、女性研究者活躍促進における国レベ

ルの制度的枠組を明らかにした上で、その枠組の

もとで海外主要大学がどのような取組を展開して

いるかを比較分析し、日本への示唆を導くことを

目的とした。具体的には、米国、スウェーデン、オー

ストラリア、韓国、シンガポールの大学を対象に、

採用プロセスおよび研究環境整備に関する取組を

整理し、国レベルの制度的枠組と大学の取組の関

係を構造的に分析するとともに、日本の事例とし

て名古屋大学を取り上げ、努力義務型という制度

的枠組のもとでの取組の特徴と課題を考察した。

分析の結果、第一に明らかとなったのは、大学

における女性研究者活躍促進の取組は個別施策の

集合ではなく、国レベルの制度的枠組と密接に結

びついた構造として機能しているという点であ

る。各国の制度は、直接規制型、誘導・評価型、
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裁量型という 3 類型に整理され、それぞれが大

学の取組に異なる形で影響を与えている。これに

対し、日本の制度はこれら 3 類型のいずれにも

完全には該当しない努力義務型の性格を有してお

り、目標は提示されるものの、その実効性の担保

は限定的である。

第二に、対象国の比較分析により、採用プロセ

スに関する取組は「プロセス管理型」と「結果管

理型」に大別されることが明らかとなった。プロ

セス管理型とは、潜在層の把握、女性応募者の確

保、ジェンダー統計の収集・モニタリングを通じ

て採用プロセス全体を改善し、その結果として女

性教員比率の向上につなげるアプローチであり、

米国・スウェーデン・オーストラリアの取組がこ

れに該当する。これに対し、結果管理型とは女性

教員比率に関する数値目標を設定し、その達成を

通じて結果を管理するアプローチであり、韓国お

よび日本の取組はこの特徴を有している。また、

研究環境整備に関する取組は、誘導・評価型およ

び裁量型の制度的枠組のもとで展開される傾向が

確認された。これらの差異は、女性研究者活躍促

進が単一の制度によって達成されるものではな

く、複数の制度的メカニズムの組み合わせによっ

て支えられていることを示している。

第三に、日本の事例として検討した名古屋大学

は、長年にわたり文部科学省の女性研究者促進に

関する外部資金を継続的に獲得し、両立支援、研

究支援、組織文化改革にわたる多層的な取組を展

開しており、努力義務型という制度的制約のもと

で先進的な実践を積み重ねてきた。採用プロセス

においては、部局ごとの数値目標を設定した「女

性教員増員策」により、目標達成部局への人事ポ

イント付与や未達部局への予算減額措置といった

独自のインセンティブとペナルティの構造が整備

されている。しかしながら、その取組の中心は女

性教員比率という結果指標の向上に置かれてお

り、応募段階におけるジェンダーバランスの把握

や、潜在層との比較に基づく継続的なモニタリン

グといったプロセス管理型の要素は限定的であ

る。本研究で得られた知見は、名古屋大学におけ

る教員採用マニュアルの作成等にも活用されてい

るが、応募者段階における分析や要因報告は現時

点では推奨にとどまっており、制度としての定着

は今後の課題である。

以上の構造分析を踏まえると、日本における女

性研究者活躍促進に向けては、個別施策の拡充に

とどまらず、国レベルの制度的枠組と大学の取組

を統合的に設計することが重要である。特に、採

用プロセスにおいては、結果管理型からプロセス

管理型への転換を図り、応募段階のジェンダーバ

ランスの把握・検証とその結果に基づくモニタリ

ングの仕組みを制度として組み込むことが求めら

れる。

もっとも、日本が結果管理型の取組を重視して

きた背景には、諸外国と比較して女性研究者割合

が極めて低い状況のもとで、その比率を短期間で

改善することが政策課題として強く意識されてき

たことがあると考えられる。しかし、結果管理型

がプロセス管理型よりも女性研究者比率の向上に

効果的であることを実証した研究は、現時点では

十分に蓄積されていない。一方、本研究の比較分

析からは、プロセス管理型は女性研究者が応募を

控える状況や採用プロセスに潜む構造的障壁を可

視化し、それらを継続的に検証・改善することを

可能にする仕組みであることが示された。そのた

め、日本においても、プロセス管理型の視点を制

度的に取り入れることが重要であると考えられる。

研究環境整備においては、外部資金への依存か

ら脱却し、評価・認証が資金配分と連動する誘

導・評価型の制度的仕組みを整備することが、取

組の継続性と実効性を高める上で有効な方向性と

して示唆される。

最後に、本研究の限界と今後の課題について述

べる。本研究で提示した制度類型およびプロセス

管理型・結果管理型という分析枠組については、

今後さらなる検証が必要である。特に、本研究で

は主として質的比較分析を用いたため、制度的枠

組が大学の取組や女性研究者比率にどの程度影響

を与えているかについては十分に検証できていな

い。今後は、より多くの大学を対象とした比較分
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析や、制度的枠組と大学の取組との関係に関する

定量的検証を進めることで、女性研究者活躍促進

の構造分析に関する研究をさらに発展させること

が期待される。
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Abstract

A Structural Analysis of Institutional Frameworks 
and University Initiatives Supporting the 
Advancement of Women Researchers: Implications 
for Japan from an International Comparison

Mayumi Saegusa＊

This paper aims to structurally analyze the relationship between national-level institutional 

frameworks supporting the promotion of women researchers and university-level initiatives, 

drawing implications for Japan. A comparative analysis was conducted targeting universities in 

the United States, Sweden, Australia, South Korea, and Singapore, with Nagoya University 

examined as the Japanese case study.

The analysis revealed that each country’s institutional framework can be categorized into 

three types: direct regulation, guided evaluation, and discretionary. University initiatives 

related to recruitment processes were further classified into two approaches: a “process 

management” model, which improves the entire recruitment process from the applicant pool 

stage through gender statistics and monitoring, and a “result management” model, which 

focuses on achieving numerical targets for women faculty ratios.

Japan’s institutional framework exhibits characteristics of a “soft-obligation” type that does 

not fully correspond to any of the three categories, and Nagoya University’s initiatives are 

primarily result management-oriented under these constraints. The paper argues for the 

necessity of transitioning from result management to process management in recruitment, and 

for integrated policy design that aligns national institutional frameworks with university-level 

initiatives.

Keywords:  women researchers, gender equality, faculty recruitment, institutional analysis, 

cross-national comparison
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